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策定理由と方向性
5

2025年を見据えた「入院医療・病床機能」を中心とした
医療提供体制の構想

現構想と新構想の違い

新たな地域医療構想の概要
● 都は、医療法改正により、2025年を見据えて、主に入院医療を対象とした地域医療構想に基づき、病床の機能分化・連携を進めてきた
● 今後、85歳以上の増加や生産年齢人口の減少が見込まれる中、2040年とその先を見据えたあるべき医療提供体制の姿やビジョンを示す

 ために、新たな地域医療構想を策定

入院医療（高齢者救急など）、外来医療・在宅医療、
介護との連携、人材確保等を含めた、地域における
医療提供体制全体の課題解決を図る

現構想

新構想 2040年を見据えた「医療提供体制全体」の「将来ビジョ
ン」を示す構想

85歳以上の増加と救急需要等の変化

２ 生産年齢人口の減少

○医療人材の確保が一層困難となる中、持続可能な働き方

 の確保が課題

１

○急性期医療の需要は減少する一方、高齢者救急（特に軽症

 者）・在宅医療・介護の需要は増加

○85歳以上を中心に高齢者数は2040年頃まで増加し、

 医療・介護の複合ニーズのさらなる高まり

○重症者を確実に受け入れられるよう、今後の需要に応じた

 役割分担の明確化が必要 新構想で示す主な内容

○ 地域の医療提供体制全体の将来のビジョン・方向性
（入院医療、外来医療・在宅医療、介護との連携、人材確保等）

○ 将来の医療機関機能の確保のあり方
○ 医療機関の機能分化・連携の推進に関する取組
○ 将来の病床数・在宅医療の必要量
○ 病床の機能分化・連携の推進に関する取組

※赤字は新たな項目
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地域医療構想の策定・推進に向けたスケジュール

6出典：令和８年７月３日付け厚生労働省医政局長通知「地域医療構想策定ガイドラインについて」より抜粋



新たな地域医療構想の検討体制について

疾病・事業ごとの協議会地域医療構想策定部会

医療審議会

〇地域医療構想策定部会では、新たな地域医療構想の取組の方向性を検討し、疾病・事業ごとの協議会では、策定部会の考え方を
踏まえた取組を検討

〇新たな構想の検討内容について、今年度実施する東京都保健医療計画（第８次）の中間見直しに反映

検討テーマ（例） 協議会等
高齢者救急 東京都救急医療対策協議会
在宅医療／医療と介護の
連携

東京都在宅療養推進会議
東京都高齢者保健福祉施策推進委員会

人材確保 東京都地域医療対策協議会
医療DX 東京都医療ＤＸ推進協議会

策定部会の考え方を踏まえ、各テーマにおける取組を検討

保健医療計画中間見直し検討部会

保健医療計画推進協議会

新構想の取組の方向性を検討

・・・・・・・・・

区
中
央
部

区
南
部

島
し
ょ

※構想区域ごとの取組を検討

地域医療構想調整会議
検討状況を反映

取組の方向性

新構想の方向性を踏まえ、次期計画改定（R12)までの取組を検討・反映 24



新たな地域医療構想 検討スケジュール（案）

時期 保健医療計画
推進協議会

地域医療構想
策定部会 各疾病・事業別協議会 地域医療構想

調整会議

令
和
８
年
度

7月

8月

9月

10月

11月
骨子案検討

12月

1月
素案検討

2月

3月

▲第１回
 現状把握・目指す姿

▲第6回～第7回
 ビジョン・骨子案の検討

▲第８回～第９回
 素案の検討

▲第２回～第５回
 テーマ別検討

▲第１回（複数圏域合同）

 策定ガイドラインの内容
構想策定に向けた意見聴取

▲第3回（圏域別）

 構想（骨子案 又は 素案）
 実現に向けた取組の方向性

▲第2回（圏域別）

 構想の策定状況
 圏域ごとの課題整理

意見照会・パブリックコメント

医療審議会への諮問→答申

○ 令和８年度中に、2040年を見据えた大きな方向性を示す新たな地域医療構想を策定

策定部会の考え方を踏まえ、
テーマ別に検討

取組の方向性

検討状況の反映
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【１】外来医療
【２】在宅医療
【３】介護との連携
【４】人材確保
【５】医療ＤＸ
【６】その他検討すべき分野

＜目次＞
令和8年度第3回東京都地域医療構想調整部会
(令和8年9月4日実施)資料3より抜粋



【１】外来医療
【２】在宅医療
【３】介護との連携
【４】人材確保
【５】医療ＤＸ
【６】その他検討すべき分野



〇急性期医療の需要が相対的に減少する一方、高齢者救急や在宅医療の需要増加が見込まれることから、単に医師数の多寡のみで
判断せず、医療機関機能に基づく役割分担を踏まえ、どの地域に、どの診療領域の医師を、どの程度重点的に確保するかが重要

○医師の確保については、大学病院本院による人的協力が重要であり、都道府県と大学病院本院は密に連携することが求められる
○その他の医療従事者の養成・確保については、国が進めている需給推計及び人材養成・確保に関する検討状況を踏まえること

国の考え方（１）人材確保の考え方 人材確保

① 人材確保の基本的な考え方 厚生労働省「地域医療構想策定ガイドライン」（令和８年７月３日）を基に作成

③ 医育及び広域診療機能
〇医育及び広域診療機能は、大学病院本院が担うものであり、常勤医師や代診医の広域的な派遣、医療従事者の育成、広域な観点

が求められる診療について、都道府県と連携のもと総合的に取り組むことが求められる
〇大学病院本院は、医育及び広域診療機能のみを報告するものとする

② 医師確保・大学病院本院との連携
〇医師確保については、地域医療構想と医師確保計画その他の既存の施策とも整合を取りながら進める必要があり、地域医療対策

協議会における協議とも連動を図る必要がある
〇大学病院本院や急性期拠点機能を担う医療機関は、相対的に多くの医師が配置されることとなるため、地域の他の医療機関に

対して、代診医や当直医の確保等について協力することが求められる
○大学病院本院は、高度で専門的な医療の提供や医師の養成に加えて、地域医療への人的協力を担う立場にあることから、地域の

必要性を踏まえ、急性期拠点機能を担う医療機関への外科医、麻酔科医等の派遣、高齢者救急・地域急性期機能を担う医療機関
への内科系医師等の協力、へき地や人口の少ない地域における代診医の確保等について、都道府県と連携して取り組む必要

○都道府県内に大学病院本院が複数ある場合、都道府県は、各大学病院本院の特性を踏まえ、人的協力の役割分担を整理する

第２回策定部会資料より再掲
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〇国の推計によると、2040年の総就業者数は大きく減少するものの、医療・福祉分野の就業者数は、2018年比で約２割増加
  （826万人→1,070万人）

国の考え方（２）医療・介護人材の就業者推計

需要面から推計した医療福祉分野の就業者の推移

出典：厚生労働省「第１回新たな地域医療構想等に関する検討会資料」（令和６年３月29日）より抜粋

第1回策定部会資料より再掲 人材確保
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〇人材確保策に加え、労働環境の改善や医療DX、タスクシフト・シェア等による生産性向上を一体で進めることが重要

国の考え方（３）医療従事者の体制整備の必要性

出典：厚生労働省「第２回地域医療構想及び医療計画等に関する検討会資料」（令和７年８月８日）より抜粋
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〇都内の医師数は年々増加している一方で、病院に従事する医師は令和４年から令和６年にかけて減少
〇二次医療圏ごとにみると、都内では南多摩、西多摩及び島しょが医師少数区域となっている

都内の状況（１）医師数の推移・医師偏在の状況

53出典：東京都保健医療局「令和８年度第１回 東京都地域医療対策協議会 医師部会資料」（令和８年５月26日）より一部改

二次医療圏別医師偏在指標
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H20年 H22年 H24年 H26年 H28年 H30年 R2年 R4年 R6年

従事場所別医師数の推移（東京都）

病院に従事する医師 診療所に従事する医師 医療施設以外で従事する医師
※各年12月31日現在
※医療施設以外で従事する医師…介護老人保健施設・介護医療院の従事者、行政機関の従事者、産業医等

（人）

人材確保



〇かかりつけ医機能報告を行った都内の医療機関のうち、総合診療専門医がいる割合は、病院・診療所ともに１割に満たない
都内の状況（２）総合診療専門医の有無
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人材確保

41
8%

504
92%

病院

有り 無し

682
6%

10,256
94%

診療所

有り 無し

総合診療専門医の有無

出典：「かかりつけ医機能報告データ」（令和７年度）



〇都内の看護職員数は年々増加しているものの、有効求人倍率は全職業と比べ高水準で推移

都内の状況（３）看護職員数の推移・有効求人倍率

出典：厚生労働省「衛生行政報告例」

人材確保
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有効求人倍率の推移（看護師・准看護師）

出典：厚生労働省「職業安定業務統計」

看護師・准看護師（都）

看護師・准看護師（全国）

全職業計（都）

全職業計（全国）

（人） （倍）



〇都内の介護関連職種の有効求人倍率は、全職業の有効求人倍率を大きく上回っており、人手不足が一層深刻化

都内の状況（４）介護職員の有効求人倍率 人材確保
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1.74 1.80 1.87 1.80

1.14 1.09
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0.84
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0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

6.00

7.00

8.00

9.00

介護関連職種（都）

介護関連職種（全国）

全職業計（都）
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出典：東京都福祉局「東京の高齢者と介護保険データ集（令和８年６月）」より一部改

注︓各年度の有効求人倍率は、公共職業安定所における「有効求人数」を「有効求職者数」で除して得たもの
（パートタイム（1週間の所定労働時間が通常の労働者に比し短い者をいう。）を含む常用（雇用契約において雇用
期間の定めがないか又は４か月以上の雇用期間が定められているもの（季節労働者を除く。）をいう。）に限る。）。

注︓介護関連職種とは、福祉施設介護員やホームヘルパー等を指す。
注︓出典における職業分類が、令和５年度から「日本標準職業分類（平成21年改定）」に基づく区分へ変更された。
出典︓厚生労働省職業安定局「職業安定業務統計」

職業分類
の変更

有効求人倍率の推移（倍）



〇都内の病院では、職種ごとの職員の過不足状況を見ると、看護補助者・介護職員、看護師の順で不足感が強い
〇高度急性期の病院では、医師の不足感が最も強い

都内の状況（５）各職種の人員配置状況

57
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31.0%
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44.8%
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49.2%

34.6%

38.1%

63.2%

0% 20% 40% 60%

医師（n=585）

看護師（n=587）

コメディカル（n=584）

医療事務（n=578）

看護補助者・介護職員
（n=582）

全体
とても少ない 少ない

4.3%

8.7%

8.7%

13.0%

52.2%

34.8%

30.4%

26.1%

39.2%

56.5%

43.5%

30.4%

34.8%
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看護師（n=23）
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医療事務（n=23）

看護補助者・介護職員
（n=23）

高度急性期
とても少ない 少ない

各職種の人員配置状況（不足感）

第1回策定部会資料より再掲

出典：東京都保健医療局「地域医療に関する調査・分析業務等報告書」（令和７年度）

人材確保



〇看護補助者・介護職員の必要数を確保できていない病院は約３割存在する
〇確保が難しい職種として、医師（42.8％）、看護師（62.9%）、看護補助者（50.4%）の割合が高い

都内の状況（６）職員の採用状況・確保が難しい職種
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職員の採用状況
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④派遣・委託の活用が増加 ⑤必要数と比べ不足

(n=591)

出典：東京都保健医療局「地域医療に関する調査・分析業務等報告書」（令和７年度）
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〇タスクシフトの取組状況として、約６〜７割が「取り組んでいる」「今後取組を拡大したい」としている
〇タスクシフトにおける最も重要な課題として、「人員不足（39.2％）」「主導する人材がいない（29.1％）」の割合が高い

都内の状況（７）タスクシフトの取組状況・課題

59

タスクシフトの取組状況 タスクシフトの課題
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取り組んでいる 今後取組を拡大したい
取り組む予定 取り組みの目途も立っていない
取り組みは必要ない

(n=586)
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①人員不足で制度
・体制変更が困難

②主導する人材がいない

③制度・体制変更
への理解が得られない

④連携体制が不十分

⑤業務の整理・
切り出しが困難

⑥給与・評価制度が未整備

⑦教育・研修体制が不十分

⑧必要なツール
の整備が困難

⑨その他

最も重要 重要

出典：東京都保健医療局「地域医療に関する調査・分析業務等報告書」（令和７年度）
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(n=158)



地域医療構想調整会議・部会における主な意見

〇将来需要増が見込まれる在宅医療・介護を担う人材の不足が懸念され、特に外国人人材は育成に時
間を要する

〇都心部では医療機関の増加や再開発による賃料上昇等により、人手不足感や事業継続上の厳しさが
増しており、提供側の持続可能性も考慮すべき

〇人材不足の状況を踏まえると、総合診療医など幅をもって診ることができる体制や多職種連携の取
組が重要

〇高齢者救急の需要が今後増加することを踏まえると、多職種連携が大事になると考えているが、各
病院が人員不足の中、さらに人員を増やすことは難しいため、これを解決するための具体的な方策
があるとよい

〇看護職のスキルアップ・教育が必要であり、在宅における特定行為研修修了看護師の活用も進める
べき

〇 特定機能病院の人材派遣・教育・研究の役割を踏まえ、やりがいを持って働ける人材確保策が必要
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人材確保について（要点）
項目 都内の状況

医療人材の
供給状況

〇医師：増加傾向、病院に従事する医師はR４〜６年で減少
○看護職員：増加傾向、有効求人倍率は全職種を上回る
○介護職員：有効求人倍率は全職種を大きく上回る
〇南多摩・西多摩・島しょが医師少数区域
〇かかりつけ医機能報告を行った都内医療機関のうち、総合診療専門医がいる割合は１割未満

都内病院の
人材確保状況

〇看護補助者・介護職員、看護師の順で不足感が強い
○高度急性期の病院では、医師の不足感が最も強い
○看護補助者・介護職員の必要数を確保できていない病院は約３割存在

多職種連携 ○高齢者救急や在宅医療、介護との連携の需要増に伴い、多職種連携の必要性が高まっている
○看護職のスキルアップ・教育が必要との声もある

持続可能な働き方
〇タスクシフトは約６〜７割が取組を進めている
〇一方でタスクシフトにおける最も重要な課題として「人員不足」「主導する人材がいない」が多く挙げら

れている
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〇 増加する医療需要に対して必要な、医療人材の安定的な確保が必要
〇 高齢者の複数疾患の診療や在宅医療・介護との連携を支える、地域で治し支える医療人材の育成が求められる
〇 地域全体の連携を含む多職種連携の必要性が高まっており、各職種が専門性を発揮するチーム医療の推進が求められる
〇 生産年齢人口が減少する中、持続可能な働き方に向けた体制づくりが必要



都の特性を踏まえた取組の方向性（案） 人材確保

① 医療人材の安定的な確保
・医療需要を踏まえた医療人材確保の一体的な推進

将来の医療需要を踏まえた、医師、看護職員等の医療人材の確保、養成、定着を一体的に推進
・医師少数区域への対応

医師の地域偏在・診療科偏在の是正に向け、大学、医療機関等と連携した医師確保の取組を推進
② 地域で治し支える医療を担う医療人材の育成
・総合診療機能の強化

高齢者の複数疾患の診療など、総合的に診療する総合診療専門医の育成等の取組を推進
・地域での療養生活を支える看護職員の育成

入院から退院後の在宅療養・介護まで、患者を切れ目なく支える中心的な役割を担う看護職員の資質向上や、訪問看護人材の
育成支援を推進

③ 各職種がそれぞれの高い専門性を十分に発揮できるチーム医療の推進
・多職種連携によるチーム医療の推進

医師、看護職員、薬剤師、歯科医師、リハビリテーション職、歯科衛生士、医療ソーシャルワーカー等が、それぞれの専門性
を発揮しながら、地域全体の連携の中で、入院から退院、在宅療養、介護との連携までの支援を実施

・多職種連携を担う人材の育成
入退院支援や地域移行支援等において、多職種連携の中核を担う人材の育成を推進

④ 医療ＤＸの活用や勤務環境改善、タスクシフト・シェア等による持続可能な働き方の実現
・医療ＤＸの活用とタスクシフト・シェアの推進

ＩＣＴ・ＡＩを活用した業務の効率化やタスクシフト・シェアによる各職種の専門性に応じた業務の最適化を推進
・働き続けられる職場環境の整備

働き方改革への対応や勤務環境改善に向けた取組など、働き続けられる職場環境の整備を推進 62



2040年の人材確保の目指す姿 人材確保
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※イメージ図は生成AIにより作成


